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1 背景

本当市は、北海道西海岸のほぼ中央、後志地方の東側に位置し、札幌市など4市町村

に接しています。市街地の一方を日本海に面臥 他の
=方

を山々に囲まれた坂の多いま

らで、港湾・鉄道・高速道路などの交通インフラが整備され、北海道の物流の要衝とし

て、また経済の中心として栄えてきました。

しかし 少子高齢化の進行や経済構造の変化により、北海道においても確実に人口減

少が進み、札幌―極集中が顕著になりつつあります。道民のニーズも多様化しているな

か、当市においても除排雷などの生活環境や、保育所などの子育て環境の改善、医療・

福祉制度の充実など、市民生活に直結する施策への要請が根強くあります。

当市は日本有数の観光地として、高い畑名度とプランドカを有していることから、市
民生活に直結する施策に重点を置くことで、「住みよい街・ 子育てしやすい街」という

良いイメージを持たれやすいと思われます。これまで以上に施策にメリハリをつけ、波
及効果の高い取り組み、実効性の高い取り組みを優先的に進めていく必要があります。

(1)人口減少と少子高齢化の進行

わが国の人□は、平成 20年の 1億2. 808万人をピークとして、減少局面
に入つているとされます。者年人口が総人口に占める割合も、平成 25年に初めて
25%となり、団塊ジュニア世代による出生数の増加もなかったことから、少子高
齢化が急速に進展しています。

平成 25年度版少子化社会対策白書 (内閣府)によれば、若い世代などの所得の
伸び悩み、女性の就労をめぐる環境、子育て世代の男性の長時PB5労働など、結婚、
出産、子育てをめぐる状況は変化しています.女性の社会進出が進むなか、子議で
世代の働きやすい環境を整えることが必要となりますが、特に女性が安心して働
くことのできるよう、雇用条件の改善や子育て支援な.と、女性にやさしい環境づく
りが必要です。|

当市の人口も、昭和 39年 9月の 207,093人をピークとして減少が続いてお

り、社会減少については昭和 34年から、自然減少については昭和 62年から減少
が始まっており、近年は年間2千人もの人□が減少しています。近年では、子膏て

世L崚型蟹認錘墨20～20歳の男女が、ともに急速に減少していることで「少
子高齢化が加速度09に進展してしヽるた戯 出産・ 育児がしやすい疎取 りか瑶凄
で■

(2)当市を取り巻く社会経済情勢の変化

当市は港の整備や鉄道の開通とともに、北海道の開拓物資集積拠点となり、その
後も商業の中心として発展しましたが、昭和 34年以降は金融・商業等の札幌集中
や、港湾物流の太平洋側へのシフトなどにより、地域経済の縮小が続いています。
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当市は本t幌市に隣接し、交通インフラが充実していることから、卸売業・」ヽ売業

や食料品製造業など都市近郊型産業の占める割合が高くなつています。燃料や原

材料コストの高騰、販売チャンネルの縮小などにより、経営環境が急速に悪化しつ

つあることから、食品製造業などの第 2次産業、卸売・ 」ヽ売業や宿泊 飲食サービ

ス業などの第 3次産業の集積を活かし、産業間の連関強化することにより、地場

産業の競争力向上を図る必要があります。

まちなみ保存運動の先駆けである「運河論争」を経て、1980年代から小樽運河

周辺が一人観光スポットとなり、当市も全国有数の観光地に成長しました。いまや

観光は当市の基幹産業の一つとなつており、平成26年度には国内外から年間

744万人もの観光客が訪れています。一時は東日本大震災の影響により、平成2

3年度の観光入込客数が大きく減少したものの、平成24年度には概ね震災前の

水準に回復し、その後は順調に推移しています。近年は増力0する外国人観光客や、

クルーズ客船の乗客の受け入れにあたり、国際化への対応が求められています。

そのためには、地域の課題や特色について理解して市外・ 運外 。海外に向けて発

信したり、コミュニケーションを取つたり、交渉したりする力が求められています。

地域においてこのような人材を育成するとともに、札幌市・後志圏域の交流や取31

め活性化により、圏滅に人材が運流する仕組みをつくる必要があります。

地域のつながりや郷土愛の希薄化

わが国においては、急速な経済成長とともに生活水準が向上し、経済の成熱化と

グローバル化の進行により、人々の価値観や生活様式が多様化しています。

成熟化社会において少子高齢イじとデフレが進行し、国内需要が落ち込んでいるな

か、物質的な豊かさよりも、精神的な豊かさや、生活の質が重視されるようになつ

ており、居住地選択のニーズも多様化しています。

とりわけ高齢者や子育て世代にとつては、すぐ受診できる医療機関の有無が重

要であり、安心して生活できる医療体制の充実 。確保が不可欠です。

今後も道内においては人□減少や、札幌―極集中が進むと予想されるなか、多様

化するニーズ全てに対応することは難しい現
'大

で、地域のつながりや郷土愛が希

薄化していることから、地方において人□流出に歯止めがかかつていない現状で

す。

特に子育て世代においてはt教育に関する関心が高いことからt教育水準の向上

はもちろんのこと、地域住民や企業との関わりを増やすことにより、郷主愛あふれ

る地域人材を育成する必要がわります.

交通インフラ整備の進行

当市においては、明治 32年 (1899年 )に小樽港が開港し、現在は国内フェ

リー航路 (新潟・舞鶴)、 中国定期コンテす航路 (上海・青島・六連)が就航して

います。また、当市と石狩市においては、昭和 48年 (1973年 )に石狩湾新港

(4)
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が開港し、現在は定期コンテナ航路 (韓国～中国)などが就航しています。

」Rについては、小樽駅 南小樽駅・ 小樽築港駅の3駅が、快速列車で札幌まで約
30分、新千歳空港まで約 70分、概ね 30分おきの間隔で結ばれています。北海

道新幹線は、新青森・新函館北‐4間が平成 27年度末 (2015年度末)に関業が
予定されているほか、新函館北耳・札幌間についても平成42年度末 (2030年
度末)開業予定であるなど、着実に整備が進められています。

北海道横断自動車道は余市・小樽間が平成30年度 (2018年度)に閲通予定
であり、共不o・ 余市間も平成 26年度から事業着手、また共和・倶知安間までの延
長も順次見込まれていることから、札幌市や北しりべし。後志地域の市Ql村との交
通アクセスが飛躍的に高まると予想されます。

交通インフラの整備とともに、地域間の移動が容易になり、生活圏が拡大すること
が予想されることから、当FIも本ι幌市や他の後志地域の自治体と連携して、圏域全
体の活性化を目指す必要があります。

当市の中心部には官公庁の出先機関、高等教育関連施設、医療福祉関連施設が集
積しているほか、銭函地区には銭函ェ業国地、石狩湾新港地1或の 2つの工業団地
があり、製造業を中心に多くの企業が集積しています。当市の昼夜間人口比率は
1016で、前回より 07ポイント上昇、平成 12年から流入超過が続いており、
本t幌市ならびに後志地1或からの流入超過数は年々増なo傾向にあります。

交通インフラの整備洲 贋調に進行することによりヽ本し幌市ならびに後志地域の
近隣町村とのアクセスが更に向上伝 移動時間の短縮などによる就業環境が改善
されると思われます。

(5)行財政運営基盤のSS体化

市税や地方交付税の減少・減額による歳入の減少や、歳出の約 5割が「人件費J

「扶ab費」「公債費」など義務的経費であること等により、当市の財政が硬直イヒし
ており、行財政運営基盤が弱体化しています。限られた資源でまちづくりを行い、
「豊かで活力ある地域社会の実現」を図るため、当市は平成 26年 4月 に「小樽
市自治基本条例Jを策定し、市民の参力o。 協働によるまちづくりを推進しています。
地域においてまちづくり活動を行う町会、老人クラス NPOなど様々な団体が

連携し、行政とともに地域の課題に取り組むことにより、地域における担い手不足
を解消し、豊かで活力ある地域社会を実現することが求められています。
特に高齢者の積極09な社会参力

『
ま、高齢者の生きがい対策だけでなく、健康対策

にも寄与することから、医療費抑制などにも効果があ|ると期待されます。|

また、当市の財政の状況を的確に把握し、財源の確保と有効な活用に努め、健全な
財政運営を図る必要があり、中長期Ol」な展望に立って選択と集中を行い、効率的な
行政運営を進める必要があります。
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2 趣旨

この総合戦略は、少子高齢化や札幌市への一極集中の進行など、人□減少が急速に進

んでいる当市において、持続性の高いまちづくりを行うため、ます市民の生活基盤や企

業の活動基盤を確保することにより、将来に向けて更なる発展を遂げるための道じる

べとするものです。

まちづくりの将来像や理意を明確にするとともに、広願09な観点も踏まえ、当市の中

期的な施策の方向性を示し、具体89な施策をとりまとめたものです。

3 位置づけ

市民・企業・ 団体・ 行政など地域全体で共有し、効果89かつ強力に施策を推進するも

のとして、総合計画などと同様に公共計画として位置づけます。

平成21年度から平成30年度までを計画期間とする、第6次小樽市総合計画の基

本構想、基本計画を踏まえ、実施計画事業の一部を綺含戦略に位置づけます。

4 戦略期間

平成27年度から平成31年度までの5年間とします。

5 計画人ロ

小樽市人ロビジョンにおける人口の将来展望を踏まえ、計画期間内での取り組みに

よる効果を見込んでOOOO人 とします。
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1 まちづくりの者え方

少子高酬 ヒの進行により、人口減少が社会間ロ ヒするなか、役割や機能の分担を進め

ることにより、コンパクトなまちづくりを進めることは、持続性の高いまちづくりに必

要な観点です。

地域において課題や方向性を共有し、地域の特性や資源を活かしながら、小樽・後志

地域における協高を推進することで、効率09な自治体運営を目指臥 広域での機能分担

を実現します。

社会情勢の変化に対応した、独自の自治体経営のあり方を示すとともに、まちづくり

の「経営力」を高める基本的な考え方を示すものです。

協働によるまちづくりを進めるために、地域における市民、企業、団体、行政などの

取り組みに関する情報や、市民が求める有益な情報について、できる限り情報をオープ
ンに味 わかりやすく提供する必要があります。

小樽 後志地域に情報が行き届き、お互いに情報をやり取りすることにより、地域にお
ける共通認識の醸成を促すため、情報提供の手段や媒体についても工夫します。

真に住みよい街を実現するために、地域における情報共有と市民ニーズの把握に努め
る必要があり、幅広い意見を反映することにより、その可能性を高める必要がありま晩
地域における課題を解決するため、市民、企業、団体、行政などの主体的な参力oや、

お互いの協働を推進することにより、それぞれが蓄積したノウハウQ構 築したネット
ワークを地域で活用するものです。

ます、行政が積極的に市民、企業、団体などと連携することで、地域のネットワーク
を再構築するとともに、生活の基盤となる地域コミュニティを再編するため、子育て世
代をはじめ、地域の多世代が集うことのできる世代間交流の場を創出します。

人口減少が続いている当市において、今後、歳入減少や人材不足などが懸念されるこ
とから、行政運営も経営的な観点から、採算性や効率性を高めることが求められていま
す。

地域における課題に積極的に取り組み、日標と成果を明確に示すことが求められるな
か、市の事業や資産の適正管理に努めるとともに、市民、企業、団体などとの連携を推
進することで、行政サービスの向上や購員の意識改革を促臥 行政運営の持続性を高め
る必要があります。

また、市民との協働、地域間交流、世代間交流を推進することにより、同一施策・事
業で複数の成果指標を設定するなど、成果を共有することで行政運営コストの低減を図
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ります。施策・夢業の複数の成果指標を組み合わせた、人0対策の綺含09な成果指標を

独自設定臥「売り込むチカラ」「呼び込むチカラ」「住み込むチカラ」として見える化す

ることにより、市民の幸福度向上のためのビジヨンを示します。

交通インフラの整備などにより、生活レベルでは近隣市町村とのポーダレス化が進ん

でおり、都市機能の札幌―極集中に伴う地方都市の哀退などにより、教育 。医療・ 福祉

を取り巻く行政課題は広域化しています。

国や道はもちろな 北しりべし定住自立田を形成する積丹町・古平町・ 仁木町 。余市

町。赤丼川村や、三市区連携を推進する札幌市手稲区や石狩市とは、既に連携体制が構

築されていることから、今後は広域での役割・機能分担を進めながら、共自事業を実施

することなどにより、共通認識の醸成に努め、効率的で質の高い公共サービスを提供し

ます。

この総合戦略は、市民、企業、団体、行政など、地域全体で共有しながら推進する、

公共計画となります。

3f画期間に即した日標達成のため、PDCAサイクルによる進捗管理を行うとともに、

計画立案 (Plan)、 実施 (Do)、 点検。評価 (Chαス)、 改善 (A●●on)の各段階におい

て、地域の開わりを確保することで、効果09に進捗を管理します。

8
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2 土地・ 空間利用の考え万

当市は 市街地の一応が日本海に面伝 他の三方を山々に日まれた板の多いまちです。

市中lLl部には天然の良港である小構港,函 館本線小樽駅。南1囀駅・ J囀築港駅など
のJRR札 樽自動車道」囀 Ю など陸上・ 海上輸送インフラが整備されていま■

北海道讚断自動車道の余市・」囀 間が平成30年度 (2018つ 開通予定であり、
共和。余市間も平成 26年度から●業者ぼ、また余市・倶知安までの駆長が順次見込ま
れているほか、北海道新幹線の新函館北導～札幌周工 平成42年度末 (2030年 度
末)開業予定であり、天神地区に「MIj囀 (仮称)駅」が建設される見込で丸
市民生活や企業盾勤の基盤である十檄・空間の利用にあたっては、鍮 利便性が格

段に高まるであろう交通インフラの整備状況や、社会情勢の変化などを考慮しながら、
コンパクトで安心・安全なまちづくりに35す●よう、当市における土地・コ間利用の
基本的な書え方を整理しま晩

9
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交通インフラの整備によって、ヒト・ モノ・カネ・ 情報の交流がいつそう活発となる

ことが予想されます。

中部地区 (手宮・中央・ 山手 南小樽地区)においては小樽運河周辺の観光関連施設、

病院やサ高住など医療・介議施設、大学や高校など教育関連施設、港湾などの物流施設、

商店街や市場などの商業施設、公営住宅を含む住宅施設など、既存ストックを活かしな

がら、生活しやすい住環境の整備などを進めるとともに、歴史的建造物の保全・ 活用を

図りながら、観光地としての魅力を最大限に活かした都市空間を創出します。

銭函地区においては、」R銭国駅を基点とした交通インフラ、コミュニテイ′`スなど

の交通サービスの検討などを進めることで、通勤 通学を重視した機能09な都市空間を

創出します。

当市は市街地の一方を海に面しており、海岸線の西部は後志管肉 1市 8Q12村にま

たがる「ニセコ積丹小樽海岸日定公園」に含まれており、海蝕崖と奇岩 。巨石からなる

雄大な景観を有しています。1嗜・ 余市・ 寿都は北前船の寄港地として、歴史上も密接

なつながりがあることから、当市を玄関口として北しリベし。後志エリアヘの動線延長

を促すよう、歴史やストーリー性に着目したツーリズムを推進し、海の観光資源化や体

験学習の場の自出を図ります。

また、北海道は、今後 30年以内に震度 6弱以上の地震に見舞われる確率は低いもの

の、市街地の一方を海に面し、三方を山に囲まれた坂の多い街であることから、津波や

土砂崩れなどから市民の安心。安全な暮らしを守るための防災・減災対策を実施します。

当市は北海道開拓の中核となる商工業都市として、さらには世界に開けた港湾流通都

市として、先人たちのたゆみない努力により、港を中心として離中と文化を形成してき

ました。小樽運河・ 銀行建築 。石造倉庫などの建築物の多くは、高度成長期にも壊され

ることなく存続伝 現在、本市の景観を形成する重要な要素となつています。海と山の

ある変化に富んだ地形と、四季折々の表情を見せる豊かな自然環境が特徴であることか

ら、都市景観と自然環境が調和した魅力あるまちづくりのため、歴史的建造物の保全・

活用を行うとともに、天狗山から」憎 港を望む眺望、海と山のある豊かな自然環境を保

全します。

10



∝縣 率
1 18来の都市像 [概要版再掲]
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2 施策の方向性

特に減少の著しい 20-29歳の男女について、人口減少に歯止めをかけるには、当

市において安定した雇用を確保しつつ、女性に優しく子育てしやすい、住みよいまち

を実現する必要があります。結婚・出産・ 子育ての場面において、人口流出の要因を

緩和・ 軽減する取組を行い、かつこれらを効果09に推進するため、3つの基本国標に

対応した9つの方向性を示します。

(1)方向性 1「産業間の連闘強化による地場産業の競争力向上」

当市においては、毎年 700万人を超える観光客が訪れている瓜 観光と地場

産業の連関が弱いため、地域経済に波及効果が行き届いていない状況です。その

ため、小樽・ 北しりべし。後志地域の第 1次、第 2次、第 3次産業との連関を

強化し、観光を切リロとして産業の高度化を図ることで、観光による経済効果を

国域で受け止めるとともに、」囀・ 後志の強みである、海や山など豊かな自然環

境や、北海道開拓の歴史を生かした、商品やサービスを開発する必要がありま

す。

(2方向性2「圏域における人材還流の仕組みづくり」

当市は後志管内で唯一、日立大学法人が所在しており、地域において小中高大

の教育が可能であることから、地元大学への進学や地元企業への就職などへの興

味 関心を促すことにより、日域における人材還流の仕組みをつくり、若年層を

地域に留める仕組みづくりをする必要があります。

(31方向性 3「高齢者が健康で暮らせる生きがいづくり」

少子高齢化が進行しているなか、高齢者が健康で暮らせるような活動する場や

学びの場を提供しするとともに、地域の多世代が集うことのできる場として、QJ

会会館など既存施設を世代間交流の場として有効活用することで、地域社会への

参加を促す必要があります。

(41方向性4「交通アクセスの改善等による移動時間の短縮」

住みやすいまちづくりとして交通アクセスは最も重要な観点のひとつであり、

個人においては通勤・通学 。通院などの利便性向上、法人においては従業員確保

や物流など事業継続性向上につながることから、定時性の確保と移動時間の短縮

に努める必要があります。また、中心市街地における人の移動を活発にするた

め、歩行者が安全かつスムーズに移動できるよう、歩車分離式信号機などの導入

についても検討します。

(51方向性5「安心して生活できる医療体制の確保」
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子育て世代が安心して妊娠・ 出産・育児ができるよう、また高齢者が安心して

生活できるよう、周産期医療の確保をはじめ、地域の医療・ 介護のネットワーク

づくりに取り組む必要があります。

方向性6「出産・ 育児がしやすい環境づくり」

出生率の向上のためには、結婚して子どもを産み育てたいという若者の願いを

叶え、当市において結婚・出産 。子青て・教育爪 切れ目なくできる環境を整え

つつ、清潔感のあるまちづくりにより、子育て世代が安じして育児ができるよう

取り組むる必要があります。

方向性7「女性が安心して働くことのできる環境づくり」

女性の社会進出が進むことにより、非婚化や晩婚化が進むおそれもあることか

ら、特に出産 。子育て時における支援や、男性の長時間就業の改善、家事・育児
への参加促進など、子育てする女性が安心して働くことのできる環境を整える必

要があります。

方向性8「教育環境の向上と次世代の人づくり」

地域における教育については、特に子青て世代の関心が高いことから、小中学
校の教育環境を向上させることで、市外からの子育て世代の流入を促すととも
に、地域全体で子ともの郷土愛を青むことで、次代を担うグローカル人材・を育成

する必要があります。

('国際社会 (グロー′vレ)で通用するとともに、生まれ青つた地域社会 (ローカ
ル)などに貢献できる人材のこと)

万向性9「近隣市町村の強みを活かした圏域全体の活性化」

住みやすいまちを実現するた改 本市における結婚 。出産 。子育て 。教育に関
するり 様々な課題解決に努めつつ、近隣市町村の強みを活かしなが

ら、広域における機能分担やコストシェアを推進し、圏域全体として発展を目指
す必要があります。

(η

(8)

(9)
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3 施策パッケージ

総合戦略に掲げた1薔来の都市像を実現するためには、あらゆる施策を体系的に整理

したうえて、1=来にわたる波及効果などを考慮し、優先順位をつけて取り組まなければ、

計画期間内に成果を得ることは困難といえます。

この総合戦略では、多様化する地域課題を解決するため、市の重点戦略からみた重要

性やその後の波及効果を考慮して優先順位をつけ、複数の施策を集約させながら、総合

的かつ一体的なパッケージとして取り組む必要があります。

施策パッケージについては、出生数増により自然婚減の均衡を図りつつ、1=来的な含

計特殊出生率を向上させることにより人口構造そのものを変化させる「積極戦略」と、

積極戦略の効果が現れるまでの期間はある程度の人口減少が避けられないことを踏ま

え、様々な主体との協働を推進することで、役割や機能の分担を進めることにより、コ

ンパクトなまちづくりを目指す 熙 整戦略」を同時進行で進めていきます。

|」 ri顧斃柁ラ:yIBrエ
クト

      コ 1)～‖)  積極戦略
―

|

(3)樽つ子プライド育成プロジェクト

コジェクト | “

)ん V)  調整戦略(41あんじん絆再生プロジェクト

(5)コ ンノマクト&コストシエア推進プ(

5つの施策パッケージは、総合戦略における基本目標に資するものであることか

ら、行政の経営資源 (予算 。人員・固定資産)を重点09に配分するとともに、複合89

な行政課題に対し、プロジエクトを横断して複数の施策を組み合わせることで、強力

な推進体制を構築するとともに、コンパクトな行政運営をしていきます。

地域における市民・企業・団体の参lll・ 協働により、施策の推進と進捗管理。評価

を行うなど、地域が一丸となつて取り組む体制を構築することで、実効性を確保しつ

つ推進力を高めま晩

14
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4 PDCAサ イク,レ

総合戦略は、市民、企業、団体、行政など地域全体で情報共有似 参力o・ 協働により

推進する「公共計画」であることから、Plan(計画)、 Do(実施)、 CheclK(点検 。評

価)、 Ad(改善)の全ての工程において、地域全体が関わっていく体制を構築臥 実効

性や実現性を高めることが求められます。

重点プロジェクト及び施策については、単に実施本数をもって成果とするのではな

く、実施結果をもって数値日標及び重要業績評価指標を設定し 本当市が目指すべき目

標を明確にすることにより、本市において幅広く目標・指標を共有すること、成果重視

の取組を行うことが可能になりま魂

地域における様々な主体が目標を共有し、自ら役割を果たしながら協働することに

より、多様な価値観が取り入れられ、新たなアイデアや自由な発想が生まれやすくなり

ます。これにより、地域のマネジメントカが向上し、複合的な課題についても柔軟に取

り組みやすくなり、かつ着実に計画を推進することが可能になります。

(1)Plan(計画)

この総合戦略は、市民、企業、団体との意見交換やアンケート調麿などを通して、

多様な市民ニーズの把握に努めるとともに、人0対策庁内検討会議などにおいて

現状と課題を分析臥 施策の優先順位や方向性など、総合戦略のたたき台として整
理しました。

これを基に小樽市人口対策会議において、再度、施策の優先順位や方向僚 将来

都市像や重点戦88などについて検討するなど、地域における多様な主体が連携し

ながら計画を策定したもので■

(2 EDo(実施)

新たに策定した総合戦略については、様々なメディアゃ媒体を通して、地域に向

けて幅広く情報発信することにより、個人、企輩 団体、行取がそれぞれ強みを活
かして協働するうえで、基礎となる共通認識を醸成します。

これにより、総合戦略を効果的かつ効率的に推進できるよう、戦略策定に関わっ

ていない個人、企業、団体などの参加を促し、それぞれの分野で戦略に基づく取組
を促しま晩

地方創生や人口減少対策に資する取組は、全て実施を前提に検討しつつ、財政的

な制約のあるなか、重点分野を明確に示す必要がありま硯 これをもとに優先順位

を決め、行政財産の選択と集中を進めながら、地域が一丸となって取り組むことに

より、実効性を確保しつつ推進力を高めます。

131 Chock(点検・評価

市民に対するアンケートを実施することで、人0減少の要因になつている「生活
のしやすさ」「子育てのしやすさ」に関する指標について、市民の不安や不満の度
合いについて経年で測定しながら、統計データなど客観的なデータを用いつつ、施
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Hc~との数値目標及び重要業鎮評価指標の達成状況を検証します。

また、その結果を市民に広く公表し、市民による評価を実施することにより、鰭

含戦略に関わる市民が増え、地域における理解が深まることから、次年度以降の出

策実施にあたつて課題が明らかになります。

141 Act(改善)

毎年実施する点検評価をもとに、総8戦略と各施策の効果検証をそれぞれ行しヽ

その結果明らかになつた課題の政称・軽減を図るとともに、必要に応して饉8戦略

のuBIや施策の見直しを行います。
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